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バイオ(ETBE)ガソリンについて
バイオマスエタノールから製造したエチル・ターシャリー・ブチル・エーテル（ETBE）を混合したガソリン－商品

名「バイオガソリン」が販売されたことに関し、使用者として考慮すべき側面についてお知らせします。

よく似た分子構造の物質は使用禁止に

1991年に登場したハイオクガソリンは、メチル・ターシャ

リー・ブチル・エーテル(MTBE)を配合してオクタン価を高め

たものですが、日本ではMTBEの水質汚染が確認され、業

界自主規制により2001年に使われなくなっています。米

国でも地下水汚染が発見され、2006年には多くの石油メ

ーカーでガソリンへのMTBEの添加が止められています。

MTBEは、化審法の監視化学物質等には指定されており

ませんが、大気汚染防止法の「有害大気汚染物質」に指

定されており、また、水道法の水質管理目標設定項目とし

て｢0.02mg/L以下｣の基準値設定がなされています。

ETBEガソリンの登場

このような背景の下に新たに登場したのが、エチル・ター

シャリー・ブチル・エーテル(ETBE)です。ETBEはMTBEのメ

チル基がエチル基に置き換わっただけの分子構造です。

日本の石油業界ではバイオマス由来のエタノールを直

接、ガソリンに添加する方式は品質面で劣るとして採用せ

ず、バイオマスエタノールと石油精製時に副産物として生

じるイソブテンを合成してETBEにしてからガソリンに添加・

利用することで、温室効果ガス排出量を削減する方法を

選択しています。

ETBEの安全性などの検討結果

ETBEの安全性については資源エネルギー庁が主催し

たWGで検討され、各種毒性試験結果から「難分解性であ

る」「継続的に摂取される場合には人の健康を損なう長期

毒性の疑いがある」「蓄積性は低く、動植物の生息・生育

に支障を及ぼす恐れはない」とされ、人体影響に関する第

二種監視化学物質に該当するという判定がなされました。

2007年4月末からETBEガソリン販売開始

石油連盟では、政府から「2010年50万kLのバイオ輸

送燃料利用目標のうち、21万kLの利用を石油業界に要

請してきた」こと、および「ETBEガソリンは品質確保法のガ

ソリン規格に合致し、従来のレギュラーガソリンと同じ使い方

ができる」ことを根拠として、2007年4月末から首都圏50箇

所の給油所でETBEガソリンを｢バイオガソリン｣の名称で販売

し始めました。2009年度には1,000箇所の給油所での販売

を、また2010年から全国的な導入を予定しています。

石油業界が単にバイオマスエタノールそのものではなく、

イソブテンとの合成ETBEを選択した理由は、「生産コスト

が安い」「オクタン価が高まる」「光化学スモッグの要因とさ

れる揮発性炭素化合物の大気への気散が抑制できる」等

の点と、EUでの従来のガソリンと変わらないという人体影

響についての実験結果や既に15％まで添加を認めている

という点にあり、これらのことから特段の問題はないとして

います。

一方、ETBEは米国ではカリフォルニア州、ミネソタ州で

使用が禁止され、オーストラリアではETBEの毒性に関する

知見が不十分としてガソリンへの添加を禁止しています。

ご承知のように環境政策は、単純に環境影響だけで策

定するのではなく、経済政策とも深く関係します。MTBEは

化審法評価では「健康影響はなく、生態影響は不明」にも

かかわらず、使用禁止・業界自主規制になっていますが、

ETBEは第二種監視化学物質に該当するという判定をされ

て、現在、化学物質リスクに関する調査研究の2年目（最

終年）に入っています。

石油業界の2007年度当初からのETBEガソリンの販売

は、調査研究の最終結果が出る前の動きで時期尚早の

感がありますが、果たして日本でこのままETBEガソリンがバ

イオマスガソリンの主流になっていくのかが注目されます。



図1　リュウキュウスガモの生長
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写真1　熱帯性海草藻場の景観

ウミヒルモ

ベニアマモ

リュウキュウスガモ

写真2　水槽内で生長した海草類

リュウキュウスガモ

はじめに

一般に藻場は「幼稚

魚のゆりかご」と呼ばれ、

多くの水産生物の幼稚

仔期の育成場として昔

から知られています。そ

のほか、アオリイカの産

卵場、エビ・カニ類の棲

息場や動物プランクトンの蝟集場としても重要です。さらに、海

草そのものは光合成を行い、CO2の削減にも寄与しています。

特に、沖縄のような熱帯海域でみられる海草はアオウミガメやジ

ュゴンの餌料として重要です。また、リーフ内に広がる海草藻場

では、陸から蓄積した底質中の栄養塩を吸収し、希釈すること

により、沖合のサンゴ礁の発達を助け、一連の生態系が築かれ

ています。沖縄県の沿岸域には、このような熱帯性の海草類が

生育する海草藻場がみられます。

熱帯性藻場の減少と保全の現状

しかし、沖縄でも本土と同様に、近年の開発事業や赤土の流

出によって、海草藻場が著しく減少してきており、その保全や再

生・造成という取り組みが緊急の課題です。これまで、開発事

業に伴う保全対策として海草移植が行われてきましたが、台風

等の波浪により移植株が活着しないうちに流失したり、底質が不

安定な移植先である等、良好な結果が得られている事例は多

くありません。このまま効果的な方法が確立されないと、海草藻

場の減少はさらに進みます。

急がば回れ

そこで、海草種子や株が波浪により流失せず、確実に活着す

るよう、発育初期の海草を陸上の水槽施設で、ある程度の大き

さに育成させたのち自然海域に移植し、その後、海草が自力で

生長、増殖することによって海草藻場が形成するのが効率的で

あると考えました。

沖縄海域における海草藻場は、複数種で混生されていること

が多くみられます。そこで、大型の水槽を利用し、初期生長が比

較的早いリュウキュウスガモをベースとして、ベニアマモ、ボウバ

アマモ、ウミヒルモなどを組み合わせて、生育試験を行ってきまし

た。その結果、リュウキュウスガモは、水温上昇期に葉長が伸長

し、地下茎も発達することがわかり（図1）、この生長がひと休みし

た後にその他の海草類が追随して混生しました。なお、ウミヒル

モについてはリュウキュウスガモのがひと休みする前から生育範

囲を拡げていました。

海の生き物を育むシーグラスピース

近年、開発等により海草藻場が著しく減少してきています。亜熱帯の海草（アマモ類）藻場を増やすため、自然にやさしい

海草苗床を開発しました。人工ビーチなどに利用して藻場造成に寄与できると考えられます。

沖縄支店　生態解析グループ　田端　重夫

いしゅう
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図2　ヤシマット苗床による生長

図3　生分解性苗床による生長

約4ヶ月後

作成直後の海草苗床 水槽内設置後約4ヶ月の海草苗床

海草苗床（ヤシマット）の試験

移植初期に流出せず活着する手段として、ヤ

シマットに海草発芽株を植栽固定し、水槽内で

生長過程を観察するとともに、自然海域に移植

後、植栽した海草の生長を追跡しました（図2）。

その結果、①リュウキュウスガモの根がヤシマ

ットを突き抜け底質に活着したことが確認され、

②全体的に順調に平均葉長を伸ばし、③一定の

株数が維持されていることが分かりました。

また、④自然海域展開約6ヵ月後には、混生

して植栽したベニアマモの株数が移植時の7倍

に増加しました。

以上により、ヤシマットによる海草の初期活着

と活着後の生長効果が明らかとなりました。

熱帯性海草苗床の開発

しかし、天然素材であるヤシマットは実験開始

から1年以上経過しても分解しません。そこで、

海草類が底質に活着した後、地下茎が伸長する

時期に分解し、自然にやさしく同化するような、ト

ウモロコシやジャガイモ等の澱粉を原料とした生

分解性素材に着目しました。

生分解性素材を用いて熱帯性海草苗床を作成し、水槽内で

生長観察を行ったところ、①水槽内設置後約4ヵ月でリュウキュ

ウスガモの株数は苗床作成時とほぼ同数でしたが、平均葉長は

約4cm伸長しました（図3）。また、②海草の根も生分解性素材

を突き抜けて底質に活着しました。さらに、③約1ヶ年で生分解

性基盤の分解が認められました。

以上のように、生分解性素材を用いた熱帯性海草苗床には

ヤシマットと比較しても遜色なく海草を生長させる効果があり、さ

らに地下茎の伸長時期には分解がみられることから、藻場造成

対象海域で試験的に利用することができると考えられます。

この熱帯性海草苗床を「シーグラスピース」と呼び、今後も分

解促進と海草の生長状況の観察を続けることにより、品質向上

とともに、効果的な手法を含めた技術開発を行っていきます。

シーグラスピースの特徴

現状では、①基盤が分解して環境への負荷を軽減すること、

②単位面積で作成し提供すること、が可能ですが、③複数種で

構成されたタイプごとの苗床を用意し、対象とする海草藻場に応

じた苗床タイプの提供を最終目標と考えています。

また、素材もより工夫し、他の固着性生物や陸上植物にも利

用するなど、さまざまな場面での利活用を展開できるものと考え

ています。

なお、本素材の開発製造元であるダイニック株式会社の御協

力と、沖縄県栽培漁業センターの多大なる御厚意、御協力さら

には御助言に対し深謝いたします。



児童が興味・関心を持ち、学習意欲を高
めるため、13のQ&Aを用意。

Q（問い）&A（答え）形式

大型浚渫船「白山」の船内および船長、
水理実験場の職員を紹介。

新潟港のマップ、写真・図を多用すること
で「調べやすさ」に配慮。

港湾で働く人の紹介

地図、写真、図の多用
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注）学校での学習内容は、「平成18年度新潟市教育委員会採択教科書」より抽出
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表2　ガイドブックの目次および学校での学習内容

表1　掲載内容の特徴

『みなとわくわく探検隊～港?!ってなんだろう～』の作成

小学生に、普段の生活では直接目にする機会の少ない港への理解を深めてもらい、港を身近な存在に感じてもらうことを

意図し、小学校教諭・市教育委員会とともに新潟港のガイドブック（地域情報資料）を作成しました。

国土環境研究所 環境コンサルタント事業部 環境技術グループ　柴垣　太郎

はじめに

新潟港湾空港技術調査事務所（国土交通省北陸地方整備

局）では、美しく活力のある「みなと」空間の創出を図る「みなと

まちづくり」の推進、「公共事業の説明責任向上」の観点から、

新潟港における港湾施設等の地域の情報を整理し、総合学習

等に提供していく仕組みづくりを進めています。その一貫として、

新潟市の教育現場からの意見を反映した誰でも親しみやすく、

わかりやすい新潟港のガイドブック「みなとわくわく探検隊～港?!

ってなんだろう～」（以下、「ガイドブック」）を作成しました。

当社は、2005年度から2006年度にかけて、地域情報の収

集・整理、仕組みづくりの検討を行い、ガイドブックの作成に係わ

ってきました。

掲載内容

特徴

ガイドブックの特徴は、表1に示す3点です。

1点目は、児童の興味・関心をひくため、Q&A方式（クイズ）と

したこと。2点目は、実際に港湾で働く人のコメントや働く様子を

掲載したこと。3点目は、地図や写真を多用し、授業等で活用し

ていただきやすくしたことです。

学校の学習内容との対応

ガイドブックは教育現場で活用されることを想定し、小学校で

使用する教科書との対応、新潟市教育委員会や新潟市学校

研究協議会のメンバーとの意見交換を行い、港湾関係者として

地域住民に伝えたい内容としました（表2）。

ガイドブックの作成プロセス

ガイドブックは、作成の意図の計画「PLAN」、小学校教諭・新

潟市教育委員会との意見交換会の実施「DO」、社会科の授業

での活用「CHECK」、ガイドブックの完成「ACTION」、という作成

プロセス（PDCAサイクル）に基づいて作成しました（図2）。

本ガイドブックの最大の特徴は、「CHECK」の段階においてガ

イドブックの原案を用い、小学校にて授業を実際に行っていただ

き、児童らの反応、授業を行った先生、見学していた先生の両

方の意見を踏まえ、ガイドブックを完成させた点です。なお、授

業では、児童からの好意的な意見が多数出されました。

今後の取り組み

児童が小さい頃から地域の環境に触れ、そこに親しむことは

非常に重要なことです。そのため、地域の環境情報を発信し、

地域の環境を分かってもらうことが重要になってきます。

当社は、環境コンサルタントとしての専門的な視点から、ガイド

ブック等の資料や体験プログラム等を用い、地域の環境を人々

にとって分かりやすく翻訳するノウハウを蓄積しており、環境をテ

ーマとしたガイドブックやプログラム作りのお手伝いをします。



PLAN （計画）
1)市民が、「港湾」への興味・関心を向上させ、
北陸地方の地域づくりの理解を補助する資
料の提供
2)政令指定都市になる「みなとまち新潟市」の
特徴を広く普及する資料の提供
3)開港都市サミットの選定に向けた「みなとまち」
に対する市民の興味・関心を後押し

作成の意図

資料の完成

新潟市立Ｈ小学校での試行授業におけ
る評価結果、児童・教員の感想や意見を
踏まえ、「みなとわくわく探検隊～港?!って
なんだろう～」が完成。

ACTION （改善）

PDCA
Cycle

図2　ガイドブックの作成プロセス

小学校教諭・新潟市教育委員会
との意見交換会

DO （実行）

意見交換会で
は、資料を分かり
やすくするための
工夫や資料構成
などの助言をいた
だきました。
1)港のイメージを持つために
・先生方の新潟港見学会を実施
・目次の工夫：港のイラストを活用
・内容の工夫：探検マップの作成
2)児童が自ら疑問をもち、解決するために
・構成の工夫：Q&A形式を採用
3)仕事を通して学習する総合学習等にも
使用することができるために
・内容の工夫：働く人の感想を紹介

ガイドブック作成のためのPDCAサイクル

･･･作成の意図の計画「PLAN」

･･･小学校教諭・教育委員会との意見交換会の実施「DO」

･･･社会科の授業での活用「CHECK」

･･･ガイドブックの完成「ACTION」

P 
D
C
A

作成した資料を用いて新潟市立Ｈ小学校において試行授業を実施し、その評価は以下とおりでした。
1)港をイメージしやすい目次や探検マップ、写真の効果は大きく、児童が港のイメージを持つことができた。
2)児童が地図を見ながら自ら場所を特定するが、イメージを膨らませるため、港の場所のみを示すのではなく、
児童の身近なランドマークである主要な道路、鉄道線路、サッカーアルビレックス新潟の練習場などの場所を
用いたことは効果が大きかった。

CHECK （評価）
社会科の授業で活用



写真1　戦場ヶ原

群馬県

栃木県

茨城県

埼玉県

東京都

神奈川県

千葉県

戦場ヶ原湿原

※ラムサール条約（「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約」）
1971年にイランのラムサールで開催された「湿地及び水鳥の保全のための国際会議」において採択された。開催地から「ラムサール条約」と呼ばれる。わが国は1980
年に締約国となり、同年、釧路湿原をラムサール条約湿地として指定し条約事務局に登録した。2005年現在、わが国の登録数は33箇所、面積合計は130,293ha。

湿地の保全・再生に向けた取り組み～戦場ヶ原湿原を例として～

自然環境の保全・再生に向けた取り組みの必要性が高まっているなか、適切かつ有効な保全・再生方策の検討手法につ

いて、日光国立公園の戦場ヶ原湿原での検討例をご紹介します。

国土環境研究所 環境コンサルタント事業部 環境計画グループ　藤澤　善之

写真3　谷地坊主

写真2　ホザキシモツケ

はじめに

湿原や干潟等の湿地は、生物多様性に富み、多くの野生生

物の生命を支えているだけでなく、食料等の提供機能をはじめ

として、湿地の有する水質

浄化機能や洪水調節機能

によって人々の生存も支え

てきました。しかしながら、わ

が国の湿地の多くは、開発

等の影響による消失・減少

や劣化が進行しつつあり、国

内各地でその保全・再生を

求める動きが活発化してい

ます。

当社では、わが国を代表

する湿地の一つである日光

国立公園の戦場ヶ原湿原において、その湿原保全方策の検討

業務を環境省から受注し、調査・検討を進めてきたところであり、

ここではその検討手法の一部をご紹介します。

戦場ヶ原湿原の概要

戦場ヶ原湿原は、本州有数の面積を誇る湿原であり、首都

圏からのアクセスに優れていることから、多くの利用者が四季を

通じて訪れています。湿原には、種類豊富なミズゴケ類をはじ

めとして、他地域ではあまりみられないホザキシモツケやズミが

密生するなど、約350種類以上の植物が自生するとともに、多く

の野生動物が生息しています。

また、男体山など周囲に配された雄大な山々、開放的空間に

広がる湿原植生、

湿原の歴史を物

語る谷地坊主、

湿原内に点在す

る樹木と周囲の

樹林帯が相まっ

て、特有の湿原

景観を形成してい

ます。

このため、日光

国立公園の特別

保護地区をはじ

めとして、2005年

には、ラムサール

条約※登録湿地

に指定されたこと

で、国際的にもそ

の価値と保全の

重要性が求めら

れています。

その一方で、近年においては、ズミ、カラマツ等の木本類の高

木樹林化やオオハンゴンソウ等の帰化植物の侵入、シカの食圧・

踏圧等が主な要因と考えられる湿原植生の変化が指摘されて

いることから、湿原の保全・再生に向けた取り組みの必要性が高

まっています。

湿原保全方策の検討の考え方

湿原の保全方策を検討するにあたっては、まず、湿原の状態

を把握・評価することが必要です。このため「湿原植生」をその

状態の指標として位置づけ、過去と現在との比較を行い、湿原

植生がどう変化したか（レスポンス）を明らかにし、その変化の原

因（インパクト）を解明することが、適切かつ有効な保全方策の

検討につながります。

しかしながら、湿原植生の変化は、気象（降水、日射、湿度

等）、地形・地質、堆積物、河川・地下水の水位や水質等の物

理的・化学的環境条件が複雑に関係しています。また、人為的

な影響（開発、利用、修復）や自然的な影響（自然遷移、災害、

野生動物による影響）も大きなインパクト（影響要因）となってお



図2　湿原植生の変化と原因の推定図

0 400m

N
＜現存植生図（２００６年)＞

※植生変化は1978年と2006年の

植生図比較によるもの

(全域 )

顕著な変化はみられない

※現地ではシカ食圧・踏圧

等を多数確認

湿潤条件を好む植生への

変化／高木樹の密度増加

⇒データ不足のため原因

推定できず

①

樹木生長の進行

⇒自然遷移(分布域の拡

大みられず)

②

樹木の増加・生長

⇒データ不足のため原因

推定できず

③

乾燥条件を好む植生へ

の変化

⇒排水路の浸食･拡大によ

る周辺地下水位の低下

④

②

②

②

③ ④

①

高層湿原

中間湿原

低層湿原

抽水性
草原

草原

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

低木林

高木林

畑

道路等

川・池

水路

水たまり

＜人為的改変＞
開発、利用、修復

＜自然的改変＞
自然遷移、災害、
野生動物による影響等

■気象
■地形・地質、堆積物
■水環境　等

物理・化学的環境

湿原の状態・変化

湿原植生の状態・変化
＝

レスポンス

インパクト
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図1　湿原環境におけるインパクト -レスポンスフローの概念図

写真5　排水路の浸食

り、植生の変化だけを見たのでは原因を特定することは難しいの

が実情です。

このため、今回の調査では、湿原植生の変化状況を把握す

る作業を実施するとともに、気象・微地形・水環境等の物理的・

化学的な調査によるデータの取得と、過去からの人為的・自然

的影響の整理作業を実施し、これらを時系列的に整理・検証

することにより、原因の推定を試みました。

湿原植生の変化と原因の推定

湿原植生が変

化した箇所と、そ

の変化原因の推

定結果を図2に示

しました。湿原内

部では、顕著な変

化はみられておら

ず、湿原植生は概

ね維持されている

ものと推測されまし

たが、シカによる食

圧や踏圧等により

植生が劣化してい

る箇所が多数確

認されました。

また、湿原内に

位置する排水路

沿い(図2の④)で

は、乾燥条件を好

む植生への変化

がみられ、排水路の浸食・拡大に伴う地下水位の低下による影

響と考えられました。

一方、逆川沿い(図2の①)においては、湿潤条件を好む植

生へ変化した場所や高木樹の密度が増加した場所等が確認さ

れましたが、地形や地下水位の変化等の検証に足るデータが

少なく、その原因の推定には至りませんでした。

戦場ヶ原湿原は、マクロスケールでみると、概ね自然の遷移

過程にあると考えられましたが、ミクロスケールでは、場所によっ

てさまざまな変化がみられており、その原因が明らかな変化に

ついては早急な対応が、因果関係が不明なものについては、そ

の関係を解明するための調査が必要となっています。

今後の取り組み

今回ご紹介した内容は検討途中の段階での成果の一部であ

り、現在、排水路対策の具体的な検討作業に着手しているとと

もに、引き続き現地データの取得と検証作業を進めている状況

です。ここでお示ししたインパクト - レスポンスフローによる検討

手法は、自然環境の保全・再生の推進を図るうえで、基本的か

つ効果的な手法の一つと考えられます。

この検討には、生物分野の専門技術はもちろんのこと、物理・

化学分野の専門技術を総合した技術力が不可欠です。

当社ではこれまで、これら総合技術力を駆使し、さまざまな

自然環境を対象とした課題に取り組んできた経験を有しており、

今後とも、これら技術力の高度化・応用化を図ることにより、自

然環境の保全・再生の一層の推進に向けてお役に立ちたいと

考えています。



図1　OECDにおける試験法開発の体系
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図2　変態試験法の概略

はじめに

甲状腺ホルモンは、脊椎動物等において個体の成長や発達

等に重要な役割を担っており、甲状腺ホルモンのかく乱による

影響の有無、リスクを評価することは、世界的に重要なテーマ

の一つです。両生類の「変態」過程は、例えば、無尾両生類に

おいて、オタマジャクシからカエルへと劇的な変化を伴うイベント

であり、これは、主に甲状腺ホルモンによって調節されているこ

とから、無尾両生類は、甲状腺ホルモンのかく乱作用を最も明

確に評価できる典型的な動物群として注目されています。

経済協力開発機構（以下、「OECD」）では、内分泌かく乱化

学物質のテストガイドラインを扱うワーキンググループ（VMG：

Validation Management Group）のもと、2001年4月に、両生類

を用いた試験方法を検討、開発するための両生類専門家会合

（以下、「専門家会合」）を発足させ、両生類を用いた、発生(変

態)や生殖に対する内分泌かく乱作用を評価するための標準試

験法の開発を推進しました（図1）。日本（当社）も国際貢献の

一環として、試験法開発の一翼を担っています。

変態試験法開発の概況

試験法開発において決定すべき要件は多くありますが、特に

①試験動物（どの種を用いるか）、②試験期間（試験動物の、ど

の成長段階で、どの程度の期間に渡り試験をするか）、および

③エンドポイント（試験動物におけるどのパラメータを評価の規準

とするか）の選定は、試験法の骨格を成す大事な要件です。

2001年4月に開催された専門家会合（フランス）においてドイ

ツより提案された変態試験のプロトコル（XEMA：Xenopus 

Metamorphosis Assay）は、発生段階48/49のアフリカツメガエ

ル幼生に対し、28日間にわたり化学物質をばく露し、全長、尾

長、発生段階をエンドポイントとする試験法でした。

アフリカツメガエルはアフリカ原産であるものの、両生類の世

界標準として多くの知見が集積しており、試験動物として位置付

けられたのは妥当であったといえます。日本は変態試験法の開

発を目指してXEMAのリングテストに各国とともに参加し、データ

をドイツとともに取りまとめ、OECDへ報告しました。

一方、米国から試験期間の異なる独自のプロトコルが提案さ

れ、2003年6月に開催された専門家会合（米国）では、XEMA

の結果と併せ、各プロトコルについて議論されました。この議論

をもとに、日独米の3カ国が主体となり、発生段階51から21日

間のばく露試験と、発生段階54から14日間のばく露試験とを並

行して実施し、これらを比較、評価したうえで、プロトコルを改定

しました。

現在、試験動物をアフリカツメガエルとし、発生段階51から

21日間のばく露により、形態(全長、後肢長、発生段階等)お

よび組織(甲状腺)の変化をエンドポイントとする試験法として

テストガイドラインの策定に向けた取り組みが推進されていま

す(図2)。

試験法の確立に向けた作用メカニズムの解明へ

の取り組み

前述したように、OECDで開発を推進している、両生類を用い

た「変態試験法」は、甲状腺ホルモンによって制御されている

「変態」を利用し、形態および組織変化に基づき、化学物質の

甲状腺ホルモンかく乱作用を評価することを目指しています。

両生類を用いた変態試験法の開発

国際的な枠組みのもと、両生類を用いて、化学物質の内分泌かく乱性作用を客観的に評価するための、標準化された

スクリーニング・試験法の確立に取り組んでいます。

環境創造研究所 環境リスク研究センター　リスク評価グループ　戸笈　修



図3　トランスジェニックカエルの作製方法
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■お問い合わせ

実験動物として汎用されているアフリカツメガエル（Xenopus laevis）を用いた

ビテロジェニン測定キット

0.2～50 ng/mLのレンジで測定可能

アッセイは約5時間で終了

血漿サンプルや肝細胞培養液を用いたビテロジェニン検出･測定が可能

実験動物として近年注目されているニシツメガエルのビテロジェニン測定も可能

■特長

Xenopus Vitellogenin ELISA Kit

■標準曲線

0

0.2

0.4

0.6

0 2 4 6 8

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
1.8
2.0
2.2

0.1 1 10 100

VTG (ng/mL)

A
bs

or
ba

nc
e 

at
 4

50
 n

m

一方、変態試験法における甲状腺ホルモンかく乱作用の検

出力と、試験法としての妥当性を担保するためには、化学物質

の作用メカニズムについて、試験法の開発と並行して整理して

おく必要があります。これまでに、変態試験法の過程において、

作用メカニズムに関わると推測される複数の遺伝子を取得して

います。現在、これら遺伝子の機能解析のためのモデル動物と

して、遺伝子改変動物（トランスジェニックカエル）の作製(図3）

を進めており、作用メカニズムの面から変態試験法の妥当性を

担保する取り組みを推進しています。

今後の展開

変態試験法は両生類のための試験法としてのみならず、脊

椎動物全般に貢献できる試験法として開発が推進され、ガイド

ライン策定に向けた取り組みが加速しています。

一方で、両生類の生殖に対する内分泌かく乱作用を評価する

ための標準試験法開発の必要性が、専門家会合において、常

に議論の対象となっており、今後は、両生類を用いた生殖影響

試験の確立への取り組みが進むものと思われます。

日本では、変態試験法の開発と並行して、すでに、アフリカツ

メガエルのビテロジェニン（卵黄タンパク質の前駆体で、化学物質

のエストロジェニック作用を評価するためのバイオマーカー）を測

定するためのELISAをキット化し、また、アフリカツメガエルより世

代時間の短いニシツメガエルの活用に向けた

取り組みを進めており、両生類を用いた生殖

影響試験の確立に向け、さらなる国際貢献が

期待される状況にあります。

終わりに

両生類は、およそ3億6000万年前のデボ

ン紀後期に出現し、地上に進出した最初の脊

椎動物であり、その基本的構造は人類にも引

き継がれています。近年、世界各地でその減

少が報じられており、日本においては、9種の

両生類がレッドデータブックに登録されていま

す。カエルの減少や絶滅は、人類を含む生

態系全体への警告とも言えます。両生類を

用いた試験法開発を通じて、これからも、環

境保全に貢献していきたいと考えています。
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図2　河川流を考慮した3次元海浜変形予測解析モデルの特徴
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●水際線を固定せず、陸上部の地形変化予測が可能なこ
とから、従来よりも実態に近い現象解析が可能

●河川流を断面平均流速として反映

砂州の影響と形成予測モデルの必要性

砂州を有する河川は、中小河川を含めると全国に多数存在

しています。砂州は、洪水によって縮小・消滅し、平穏時の波浪

の作用によって回復するなど、受ける外力に伴い複雑に地形が

変化します。適切な規模の砂州が存在する河川では、波浪の

河川上流側への遡上を抑える、塩水の侵入を防ぐ、良好な河

口部汽水域環境を維持するなどの働きがあります。しかし、極

度に発達した砂州は、洪水時の河川水位を上昇させ、極端な

場合には河口が閉塞して、水循環を阻害するといった問題を引

き起こします。

これまで、洪水時の砂州の縮小（フラッシュ）過程を解析する

数値モデルはいくつか存在していますが、砂州の形成発達過程

を解析する数値モデルは未だ確立されていないのが現状です。

今後、維持掘削や施設による河口処理対策を検討する際、対

策後にどのように砂州が回復するのかを予測することが重要と

なります。

解析モデルの概要

河口域では、河川からの流れと海からの波および波によって

発生する流れ（海浜流）が相互に作用しています。

3次元海浜変形予測解析モデルは、当初離岸堤や突堤など

海岸構造物を配した地域に対して、波浪の作用による海域での

地形変化を予測するモデルとして開発されました。平面的にさ

まざまな施設が配置された港内の堆砂状況を予測することが

当初の目的であり、海岸線（水際線）は動かないという仮定のも

とに計算されるのが一般的でした。

今回の開発にあたっては、砂州や砂浜の地形変化を考慮で

きるように改良しました。具体的には、波が砂州や砂浜に到達し

た際、波の遡上高を計算し、その遡上領域でも波・流れの解析

を行うことにより、砂浜（陸側）域の地形変化を計算することが

可能となりました。

また、河口部については断面平均流速（水深方向に平均し

た河川の流速(m/s)）を河川の上流側に境界条件として与える

ことにより、河川流の影響も考慮できるようになりました。

河川流を考慮した3次元海浜変形予測解析モデルの開発

河川の流れ、波の遡上域の海浜変形を考慮した「3次元海浜変形予測解析モデル」を開発し、河口砂州を有する河川の

河口処理対策の立案に活用しています。

東京支社 建設コンサルタント事業部 水圏グループ　口石　孝幸



図3　3次元海浜変形予測解析の結果例

地形変化の計算結果（400日後）

海浜流場の計算結果（400日後）
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海浜流場の計算結果（200日後）
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河口砂州の地形変化予測

極端に規模の大きな河口砂州を有する河川では、健全な川

の流れと河口域の水質を維持するため、砂州の維持掘削や、

砂州拡大を阻止するための施設対策が進められています。し

かし、例えば、維持掘削の場合、『対策後、砂州は元に戻るの

か』、『戻る場合、どの程度の期間を要するのか』については、こ

れまで、予測方法がないのが現状でした。

また、河口導流堤などの施設についても、これまでは、砂州

地形を有効にコントロールする施設長、設置方向および設置位

置の検討が困難でした。

そこで、河口砂州地形の形成過程を予測する解析モデルを

開発することにより、維持掘削や導流堤施設に代表される河口

処理対策に対して、河川の特徴にあった工法を選定することも

可能になります。

解析モデルの用途

このモデルを用いて、以下の解析が可能となります。

(1)砂州または、河道内の維持掘削後の地形を対象に、河

川流と海域から来襲する波浪による地形変化予測が可

能です。

(2)掘削規模（掘削量、掘削位置）による砂州の回復状況

の違いを把握することが可能です。

(3)河口処理施設の「ある」、「なし」の地形変化を比較する

ことにより、施設の効果・影響の把握が可能です。

本モデルは、以下のシーンでの活用が期待されます。

■海岸保全計画　　　　　　　　　　■港湾計画

・海岸侵食の予測　　　　　　　　　・施設配置計画の評価

・侵食防止対策の評価　　　　　　・土砂堆積メカニズム

・土砂リサイクル計画　　　　　　　　の把握

■海岸における環境保全

・干潟の保全計画

・海浜構成材料の分級予測

■海浜利用促進計画

・砂浜の復元・創出計画

・海岸環境整備計画

今後の取り組み

現在、河口部については断面平均流速を用いて河川流の影

響を評価していますが、河川の水理検討で一般的に用いられ

ている流量(m3/s)を用いて解析できるように改良を加えている

ところです。さらに、海域と河川域の底質材料の違いを反映させ

るために、混合粒径に対する解析が可能となるようにモデルの

精度向上に努めています。



図1　建設後50年以上経過した橋梁の割合
（国土交通省ホームページより抜粋）
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※全道路15万橋（橋長15m以上）を対象とした場合

※BMSコンソーシアム
マネジメントシステムの運用を支援する技術者集団。運用支援コンサルタント、プログラム開発会社などが、それぞれの得意分野でBMSの運用を支援している。

図2　マネジメントフロー
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BMS（Bridge Management System）を用いた橋梁維持管理の提案

今後、維持管理すべき橋梁数が膨大となるなか、限られた予算内で、長期的な視点に立ち、最適な維持・補修計画を立

案し、ライフサイクルコストの軽減を図ることが期待されています。

大阪支社　建設コンサルタント事業部　陸圏グループ　加藤　千宗

はじめに

橋梁施設をはじめ、ライフラインの老朽化が深刻な問題とな

ってきています。その進展は加速度的であり、建設後50年以上

経過した橋梁数が2026年には約8倍に達するという試算も報

告されており、今後は、橋梁維持費の大幅な増大が予想されま

す。さらに、近年、アメリカミネソタ州における橋崩落や木曽川大

橋のトラス斜材の破断などが、一般のニュースなどでも取り上げ

られるなか、橋梁を安全かつ経済的に維持管理していくための

マネジメントシステムに対するニーズが高まっています。

(財)大阪地域計画研究所(RPI)は、橋梁マネジメントシステム

(BMS：Bridge Management System)を開発し、システムの運

用を支援する「BMSコンソーシアム※」を組織しています。当社

も「BMSコンソーシアム」の一員として、効率的な橋梁の維持管

理を支援する事業に取り組んでいます。

BMSの概要

維持管理は、「現状把握→計画立案→補修→評価→現状

把握」といったマネジメントサイクルが反映されたものであること

が必要です。

本システムは、点検/健全度評価、劣化予測、ライフサイクル

コスト（LCC）算定、重要度評価、維持管理シナリオ選定（維持

管理方針の決定）、予算シミュレーション(予算の平準化)、中長

期予算計画策定、中期事業計画策定、中期事業進捗管理、

事後評価(フィードバック)といった橋梁維持管理に必要な業務

全般を支援します(図2)。

BMSの特徴

1)点検支援システムを活用したコスト縮減

(点検/健全度評価)

「ある調査において、橋梁点検にかかる人件費の約6割が、

点検結果の報告書作成にかかっていた」との事例があるほど、

報告書作成には膨大な「時間」と「費用」を要します。

本システムでは、点検データを現場で携帯情報端末システ

ム(タブレットPC)に直接入力する「点検支援システム」を活用し、

点検作業の効率化と高度化を同時に図ることで、点検コストを

削減できます。

図3　点検支援システムの概要
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図5　管理水準とライフサイクルコスト
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図4　劣化予測モデル式の修正結果例
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図6　維持管理シナリオの特徴
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維持管理レベルを高く設定

予防的な対策により大規模な補修・改修工事をしない

事後対策型
シナリオ

ある程度の劣化は許容する

所定の劣化段階に至ったあとに補修・改修工事を行う

早期対策型
シナリオ

劣化、損傷が発見されたら早期に補修・対策工事を行う

更新型
シナリオ

所定の時期に更新することを前提

図7　予算シミュレーションのながれ

個別橋梁の最適シナリオを選定し、LCC集計
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2)点検データの蓄積による劣化予測式の精度向上

(劣化予測)

劣化予測には、理論式や実験式に基づく劣化予測式があり

ますが、解明されているのは一部の劣化機構のみです。また、

多くの地方自治体では点検データが整備されていないため、点

検結果を活用した確率的な劣化予測を行うことも困難な状況

です。

本システムでは、理論式や実験式、過去の劣化事例、専門

家の知見等を総動員して、劣化機構別の「劣化予測モデル式」

を設定しています。さらに、部材の個体条件や環境条件を考慮

するために、随時、点検結果を反映させて、劣化予測式を自動

修正する機能を有しています。

3)重要度・優先度を反映させた維持管理シナリオの選定

(維持管理シナリオ選定)

ライフサイクルコストは、確保すべき健全度（≒管理水準）に

より大きく変わります。図5に示すように、ケース1に比較して、管

理水準のレベルを下げたケース2では対策実施回数は少ない

のですが、劣化が進行しているため対策費が高価となり、結果

的に、LCCも高価となります。

本システムでは、1）LCCの低減、2）予算の平準化、を目的

に管理水準を多様化し、個別橋梁の維持管理シナリオを設定

できるようにしました。設定の際、交通量や迂回路の有無、交

差状況などを踏まえて工事における社会的影響を考慮して維

持管理シナリオを絞り込んでいきます。

4)橋梁群全体のマクロマネジメント

(予算シミュレーション)

個別橋梁の最適維持管理シナリオによるLCCを集計し、その

結果、予算制約内に収まるかどうかを確認します。

予算を超過する場合には、各々の橋梁のシナリオを変更(補

修時期・補修費用の変更など)し、LCCの集計値が予算制約内

に収まるように橋梁群全体のマクロマネジメントを行います。

今後の橋梁維持管理のありかた

少子高齢化に伴う社会保障費の増大や税収の減少から、財

政支出の削減が強く求められています。

そのため、橋梁の維持管理においては、長期的な視点から

最適な維持・補修計画を立案することでLCCを軽減することは

もとより、利用者や納税者に対して橋梁の維持管理方針を明確

に説明し、維持管理事業への理解を深めていくことが必要であ

ると考えます。



図1　環境調査部門の配置（2007年12月現在）
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『いであ』の環境調査部門から

「問題解決の原点は現場にある」　私たちは自然が発する声なき声を聴き取り、根本的な処方箋を作るように努めたい。

国土環境研究所 環境コンサルタント事業部　環境調査グループ　大野　幸正

現場が大切

2007年11月10日に最

終回を迎えたNHKの「ジャ

ッジ、島の裁判官奮戦記」

は、美しい奄美の島々を

舞台としたドラマでした。

大阪地裁でエースとして超多忙な日々を送っていた若い裁判

官が、「島の裁判官」として家族連れで赴任、娘さんが島の小

学校に入学して家族の絆を取り戻しつつ地元での問題を…とい

う人情味あふれるストーリーです。

島の裁判官は「それでは現場を見に行きましょう」と外に出ま

す。問題解決の原点は関係する人々の生の声を聞いて、自分

の目で確かめるのが大事であるという姿勢です。

環境の問題についても、現場を見て感じること、とても重要で

すね。今ある問題を解決するためだけでなく、これから生じるで

あろう問題を見つけ出すためにも、現地を見て、関係する人々

の話しを聞くことが大切と思っています。

「知っている」ことに「気がつく」こと

ダム湖での魚類斃死の原因を究明するために、10年くらい前、

荒川の源流域に参りました。

ここには霊験あらたかな三峯神社が鎮座して、多くの信者さん

がロープウェイで参詣します。その昇り口に位置する登竜橋を初

めて渡ったとき、とてもきれいな渓谷なので感心して、茶店の女

主人に話しを聞きました。「昔はもっと透き通っていて、深くて、

青かったもんさ。春になるとね、カジカの卵が、それはきれいで、

川の中に黄色の花が咲いたようでね。…」とのことでした。

女主人にとっては当たり前のことを、私たちは知りません。地

元の子供たちも同様でし

ょう。自然のことを伝える

ときに、「自分たちが当た

り前と思っている自然のこ

とを、知らない人たちがた

くさんいる」ということを認

識するのが大切です。

海から川へ

会社に入社したときは｢新日本気象海洋｣(旧社名)の調査部

門で、もともとは海洋の現地調査が主体です。

水質、底質の試料採取や海洋観測を行い、さらに、まき網、

小型底曳網、穴子筒、刺し網など東京湾の漁船に乗って魚介

類の調査もしました。お陰で「海の幸が豊かな東京湾」をたくさ

ん味わいました。

私と川との付き合いが深まったのは十数年前からで、「海を

良くするためには川を見る必要がある」と感じておりました。

那珂川では、10年近く前となりますが、アユの産卵場を確認

するために小舟にGPSを積み込んで川下りをしました。遠目には

ゆったりと流れているようでも速くて強い水の流れがあり、左右

岸交互に出現する砂利洲の美しさ、所により河床が土炭層でぼ

こぼこと空いた穴など変化に富んでおりました。

そうしたなかで、古くか

らある護岸構造物が自然

に溶け込んで調和してい

る姿など、大層感動したも

のでした。同じ場所をヘリ

コプターで飛んだところ、

アユの産卵に適したあたり

には、サケの産卵床らしき半径1m程度の斑点が河床にいくつも

見られました。

全国に展開する調査部門

私の部門は横浜を拠点として関東近郊を担当しています。そ

の他、東北、名古屋、大阪、九州、沖縄に調査の拠点がありま

す。それぞれに、自慢のフィールドと得意な調査分野とがありま

す。一例を写真で紹介します。



図2　調査グループの担当分野
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図3　多摩川羽村大橋下流右岸の状況
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水制工により、主流が右岸に向かって大きく蛇行している

図4　多摩川左岸・上石原付近の水制工
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台風9号の影響により、右岸側に大きな侵食の痕跡

調査分野を整理して図2に示します。作業の点から大別する

と観測と試料採取です。現地にて観察や測定を行い環境のデ

ータを取得し、室内にて詳しく分析するための試料を採取すると

いうものです。これをジャンル区分すると、水環境に関すること、

大気等陸域環境に関することとなります。

川が作る川

台風9号が通過(2007年9月7日)した後の多摩川を見に行

きました。出水後に河川がどの程度変化するのかについて興味

があったので、砂利、砂などの河床材料が出水で削られて、そ

の後どのくらい再堆積するかを把握する「河床材料更新層厚調

査」のフィールドだった羽村市周辺に行きました。

戦後2～3番目の出水規模ということで、羽村大橋の下流右

岸側など、高水敷が植生ごと削り取られた箇所がいくつか見ら

れました。左右岸に交互に出現する砂州の位置には大きな変

化がありませんでしたが、「川が作る川」を体験しました。

治水、利水と環境の調和を求めて

河川にはさまざまな構造物が設置されています。道路橋や鉄

橋は分かりやすいですね。その他に農業、工業そして水道のため

に取水する堰があり、支川や下水道の処理水が流入する箇所に

は水門があります。土手も構造物です。水際の護岸もそうです。

これらの治水・利水施設を設計するのが建設系コンサルタン

トであり、環境系コンサルタントはこれらの行為により環境の質が

劣化しないように、またはそれを修復する役割を担います。

私のグループは環境コンサルタント事業部に属しますが、台

風9号が関東地方へ上陸した後、当社の建設系技術者たちとと

もに台風の影響を確認するため、昭島市から世田谷区までの

多摩川を見て歩きました。

途中、鉄橋の橋脚部分が洗掘されている現場や、堰に設置

された魚道の機能が出水後も保たれているかなどを確認し、彼

らから説明を受け、治水、利水のための事業に対する理解も深

まりました。左岸の上石原付近に位置する左岸の水制工では、

岸に向かう川の流れを河川中心方向に押し戻す役割をきちん

と果たしていることが分かりました(図4)。

水制工は古くからの河川治水工法ですが、構造物を設置して

完成するのではなく、それが在ることで、川が自らを変えていくと

いう工法なので、その後の姿を見守り続けなければなりません。

さらに、ここで見られたような河川構造の変化が、今後、植物、

鳥、魚などのさまざまな生物に対してどのような影響を与えてい

るかを検討するために、建設系と環境系の技術者が現地を見な

がら語り合うことが、さらに良い仕事につながると考えております。

これからも現場第一

現場の大切さは、報道関係でも言われております。ビルマ(ミ

ャンマー)にて反政府デモを取材中のジャーナリストが貴重な命

を失いました。「危険なところでも行かなければならない。現場に

行かなければ伝えられない。」現場重視という思いは、環境問

題でも同様なものです。

これからも調査業務、コンサルタント業務を遂行するうえで、

目的意識を大切にして、最良の成果を生み出すためにどのよう

に進めていくべきかを、それぞれの現場の特性に応じて、現地状

況を確認しながら考えて参りますのでよろしくお願いいたします。
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